
答 申 第 １４４ 号 

                                               平成１５年１２月１７日 

 

千葉県知事 堂本 暁子 様 

 

 

                                      千葉県情報公開審査会 

                                          委員長  麻生 肇 

 

 

      異議申立てに対する決定について（答申） 

  平成１４年１２月１２日付け一廃第３６１の２号による下記の諮問について、次

のとおり答申します。 

記 

  平成１０年６月２日付けで異議申立人から提起された平成１０年３月２０日付け

生第３２８号の２で行った公文書不存在等通知に係る異議申立てに対する決定につ

いて 
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諮問第２２９号 

 

答  申 

 

１ 審査会の結論 

    千葉県知事（以下「実施機関」という。）は、本件不存在等通知により行った 

処分のうち、後の用途、地権者の推移及び環境評価に関する部分を除く部分を取 

り消すべきである。 

    実施機関のその余の決定は妥当である。 

 

２ 異議申立人の主張要旨 

 (1) 異議申立ての趣旨 

      異議申立ての趣旨は、実施機関が平成１０年３月２０日付け生第３２８号の  

２で行った「佐倉市内の一般廃棄物処分場の経過及び実態の詳細資料、処分場  

として使用した又は使用している場所（何ヶ所か）、その面積、容積、廃棄物  の

内容、使用前の用途、後の用途、地権者の推移、関連して発生した費用詳細、  事

前の環境（地下水等全て）評価、同事後」の公文書不存在等通知書による処  分

（以下「本件決定」という。）の取消しを求めるというものである。 

 (2)  異議申立ての理由 

異議申立人が異議申立書及び意見書等で主張している異議申立ての理由を要

約すると、次のとおりである。 

  ア 環境、ごみ問題は日増しにその深刻の度合いを深めており、今や県民の最大関心      
事の一つとなっている。 

      そのような中、県が佐倉市内の一般廃棄物処分場に関する資料のうち、当該地の

使用前及び後の用途、同地権者、関連した費用及び事前と事後（最新のもので可）   

の環境評価資料等地域住民にとって安心して生活するために必要な情報、資料が全   

て不存在とは信じがたい事といって良い。さらにその不存在の理由も不明である。   

市民・県民は行政の何を信じて生活したら良いのか不安でならない。 

     最新の事実・実態（現場、庁内関係等全て）を調査してでも、メモでも良いから      
関係する資料、情報を公開願いたい。                             

    イ  環境問題の難問解決のために必要とされる貴重かつ重要な資料である当該       
整備計画書が当該自治体の上位庁の県において既に廃棄済み等で不存在であ       
ることなどはあってはならないことで、その不当性はとても認められない。 

     ましてや、当該処分場は現在も稼動、存在し、種々の問題が発生あるいは発       
生する可能性があり、決して過去の事案ではない。ぜひ上位庁として所有さ       
れるべき当該資料を公開して欲しい。 

    ウ  なお、本件に係る公開請求は平成１０年２月６日付けのものであり、この       
間実に満５年間もの長期に亘る日時を費やしたその行為は、不作為の域を超       
えており行政当局の不当、違法な怠業行為である。本件行為に対し新ためて       
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異議を申し立てたい。  
 

３ 実施機関の説明要旨 

    実施機関の説明は、おおむね次のとおりである。 

 (1)  請求に係る公文書について 

     市町村は廃棄物処理施設整備の国庫補助金の申請を行うに際し、申請書類と     
して、廃棄物処理施設整備計画書（以下「整備計画書」という。）を添付する      
ものとされており、知事は、これらの申請書類を審査のうえ、国に提出するも     
のとされている。 

    異議申立人が公開請求した内容から、請求の趣旨を満たすものとして、佐倉  

市の埋立処分地に係る整備計画書（以下「本件整備計画書」という。）を特定  

した。 

    本件整備計画書は、佐倉市の埋立処分地が昭和５３年度に着工することから、    
その前年度の昭和５２年７月ごろに佐倉市により作成され、県の審査を受けた     
後、昭和５２年１１月ごろに国に提出されたものと推定される。 

    しかしながら、本件整備計画書は、昭和５３年３月３１日に完結しており、  

完結した当該文書は、当時の千葉県文書規程第４３条の規定により、別表第４  

の基準に従い定めるところの、「出納その他財務会計に関する文書であって重  

要なもの」に該当し、保存期間５年を経過した、昭和５８年４月中に廃棄した  

ものである。 

 (2) また、他の文書で請求の趣旨を満たす文書を作成しなければならない根拠等     
もないことから、本件整備計画書以外に請求の趣旨を満たす文書は作成されて     
いない。 

 

４ 審査会の判断 

    当審査会は、異議申立人の主張及び実施機関の説明をもとに審査した結果、以 

下のように判断する。 

 (1) 本件決定の経緯について 

    本件決定に係る公開請求は、「佐倉市の一般廃棄物処分場の経過及び実態の  

詳細資料、処分場として使用した又は使用している場所（何ヶ所か）、その面  

積、容積、廃棄物の内容、使用前の用途、後の用途、地権者の推移、関連して  

発生した費用詳細、事前の環境（地下水等全て）評価、同事後及び現在（最新）  

の検査評価値等」というものであった。 

    実施機関は、このうち「現在（最新）の検査評価値等」に関係する公文書と  

して維持管理報告書（平成９年９月～１２月分）を特定し公開決定を、また立  

入検査結果通知文（平成７年度分）を特定し部分公開決定をそれぞれ行った。 

      本件決定は、本件請求に含まれるその余の部分に関して行われたものである。 

 (2) 本件決定の内容について 

    本件決定には、本件請求のうち「使用前の用途、後の用途、地権者の推移、   
関連して発生した費用詳細、事前の環境（地下水等全て）評価、同事後」の部  
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分について、佐倉市から提出された廃棄物処理施設整備事業整備計画書（以下  

「整備計画書」という。）を特定したうえ、整備計画書が廃棄済みで不存在で  

あり、知事が管理する行政文書の開示等に関する規則（平成１３年千葉県規則  

第１１号）による廃止前、また平成９年千葉県規則第２９号による改正前の知  

事が管理する公文書の公開に関する規則（昭和６３年千葉県規則第６４号。以  

下「旧規則」という。）第２条の２第１項第３号の規定に該当するものとして  

公文書不存在等通知書により通知したものである。 

      このほか、当該公文書不存在等通知書の内容には、旧規則第２条の２第１項   
第４号の規定による不適合を理由とする部分が含まれているが、当該部分は、 

   本件請求のうち、「処分場として使用したか使用している場所（何ヶ所か）、そ   
の面積、容積、廃棄物の内容」に関する情報を記載した行政資料である「清掃   
事業の現況と実績」が千葉県文書館に配架済みであり、何人でも閲覧可能であ   
ったことから不適合としたものである。 

    ところで、この部分は千葉県情報公開条例（平成１２年千葉県条例第６５号）   
附則第９項の規定により、千葉県情報公開審査会に諮問すべき不服申立てと解   
されない。 

      したがって、当審査会は原則として、公文書の不存在を理由とした公文書不   
存在等通知に係る部分について判断するものとする。 

 (3) 公文書の不存在について 

   ア 本件文書について 

   実施機関は、本件請求を満たすものとして、佐倉市から提出された整備計画  

書（以下「本件文書」という。）を特定したうえ、保存期間の満了により廃棄  

済みであった旨説明するので、以下検討する。 

      本件文書は、実施機関の説明によれば、佐倉市が国に廃棄物処理施設の国庫  

補助金の申請の前提として、事業採択を求めるに際し、申請書類として添付し  

たものであり、知事はそれらを審査のうえ国に提出したものの副本である。知  

事がその書類について審査する事項から判断して、本件文書は本件請求の趣旨  

を満たすものであったことが認められる。 

      実施機関の説明によれば、本件文書を取得した時期は、佐倉市の埋立処分地  

が着工される前の昭和５２年７月頃に佐倉市によって作成された以後、知事が  

審査し国に提出した昭和５２年１１月ごろまでの間であった。 

      国の補助事業の事業採択の指導書類によれば、施設の整備計画書を通常前年  

度の９月から１０月にかけて提出することとされており、昭和５３年に着工さ  

れた事業について前年度の１１月に国に提出されていたとの実施機関の説明に  

は不合理な点はなく、事業採択が前年度中に行われることを考えれば、提出し  

た年度の年度末である昭和５３年３月３１日をもって本件文書が完結していた  

ことも事実であったと推定できる。 

      また、昭和５３年当時に適用されていた旧千葉県文書規程の別表第４につい  

て、実施機関は「出納その他の財務会計に関する文書で重要なもの」に区分し、  

保存期間５年で廃棄したとしているが、本件文書は県の補助金の支出証拠書類  
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ではないものの国庫補助金の申請関係書類であることから、実施機関の取扱い  

は妥当なものであったと認められる。 

   以上のことから、本件文書が保存期間の経過により昭和５８年４月中に廃棄  

されていたとする実施機関の説明に不合理な点はなく、事務室、書庫等に現に  

保管されている事実も確認できないことから、請求のあった平成１０年２月６  

日の時点では不存在であったものと認められる。 

  イ 本件文書以外の公文書について 

      次に、実施機関が特定した本件文書以外に請求の趣旨を満たす公文書が存在  

していないかを以下検討する。 

      なお、実施機関は、各請求項目について個別に該当性を判断して、本件文書  

のみを特定したものと考えられるが、本件請求の態様が「佐倉市の一般廃棄物  

処分場の経過及び実態の詳細資料」としたうえで、各項目を特記していること  

から、検討にあたってはより広い範囲で該当性をとらえるものとする。 

    (ｱ) 一般廃棄物処理施設設置届出書について 

     一般廃棄物処理施設を設置しようとする者は、廃棄物の処理及び清掃に関       
する法律（以下「法」という。）第８条第１項の規定により、都道府県知事        
の許可を受けなければならないが、市町村が設置する場合にはその許可が不       
用とされており、その一方で、市町村には法第９条の３第１項の規定により       
設置の届出が義務付けられている。 

       そこで調査したところ、昭和５３年１０月２日付けで設置届出書が佐倉市   

から提出され、担当課において保管されており、当該届出書には処分場設置   

予定地の土地所有者区分や土地の種別が記載されていたほか、自然環境状況   

や社会環境状況などの調査結果を記録した調査報告書が添付されていた。 

すると当該届出書は、本件請求内容のうち、使用前の用途及び事前の環境 に
関係する公文書と認められる。 

     なお、平成１０年６月以降は、法により、設置届出書には「周辺地域の生       
活環境に及ぼす影響についての調査の結果」を添えなければならないことと       
されているが、本件請求の当時には義務付けられておらず、添付されていな       
い。 

    (ｲ) 処分場の埋立終了届について 

        法第９条の３第１０項で準用する法第９条第４項によれば、一般廃棄物最       
終処分場に係る埋立処分が終了した時は、都道府県知事に届け出なければな       
らないとされている。 

        そこで、調査したところ埋立処分は昭和６２年度に終了していたものの、   

埋立終了届は手続関係の遅れで平成１２年１２月１日に提出されていた。 

    したがって、本件請求のあった時点では存在していなかったと認められる。    
(ｳ) 埋立処分地施設台帳等について 

       法第１９条の１０第１項によれば、上記の埋立終了届の提出を受けた都道    
府県知事は、最終処分場の台帳を調製し保管しなければならないとされてい       
る。 
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       当該処分場に関しては、埋立終了届が上記(ｲ)のとおり提出が遅れていた   

が、埋立自体が昭和６２年度に終了していたため、埋立処分施設台帳が調整   

され担当課において保管されていた。実施機関の説明によれば平成４年度に   

調整されたとのことであり、本件請求の当時存在していたとのことである。 

       この台帳には、国庫補助事業関連の記載として、事業費の内訳及び当該費   

用に対応する財源内訳が記載されており、これは本件請求のうち処分場に関   

連して発生した費用に関する記録と見ることができる。 

     以上のとおり、本件請求を受けて行った本件決定について、環境評価は本件  

請求の当時「生活環境に及ぼす影響に関する調査」の報告が義務付けられてお  

らず、また後の用途に関係する公文書は存在が確認されず、存在していないと  

認められるが、その他の部分については本件文書以外に特定すべき公文書が存  

在しているものと認められる。 

      なお、上記(ｱ)において存在が確認された処分場の設置届出書は、昭和５３  

年に提出されたものであり、旧条例第６条により公開を請求することができる  

公文書に該当しないが、請求を受付けた時点で特定が行われていれば、旧条例  

第１４条第２項による公開の申出により対応することができたものであること  

から、実施機関においては、異議申立人の利益を損なうことのないよう、公開  

の申出によった場合と同様の範囲で情報提供を行う等の措置を講ずるべきであ  

る。 

   ウ 対象文書の特定について 

      本件決定において、実施機関が、本件文書が廃棄済みであることを理由に安  

易に不存在と決定し、他の文書についての検討を怠ったことは妥当を欠くもの  

であったと言わざるを得ない。 

      実施機関においては、今後は、開示請求の趣旨を的確に把握し、制度の適切  

な運用に努めるよう附言する。 

 (4) 異議申立人のその他の主張について 

     異議申立人は、本件に係る公開請求は平成１０年２月６日付けで行われたも     
のであり、現在まで多くの期間を徒過してしまったことは、不当・違法な怠業     
行為であると主張する。 

     確かに、簡易迅速な救済手段である異議申立制度の趣旨を損なう事態である     
と考えられるので、実施機関に対しては、早期の諮問と迅速な処理を求めるも     
のである。 

 

 (5) 結論 

    実施機関は本件決定のうち、対象文書の存在が確認された関連して発生した  
費用詳細の部分についての決定を取り消すべきである。 

 

                                                                   

５ 審査会の処理経過 

  当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。    
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別 紙 

審 査 会 の 処 理 経 過                     

年   月   日 処 理 内 容 

１４．１２．１２  諮問書の受理 

１５． １．２８  実施機関の理由説明書の受理 

１５． ２．２７  異議申立人の意見書の受理 

１５． ４．２５ 
 審議 

 実施機関から不開示理由の聴取 

１５． ５．２３ 
 審議 

 異議申立人の意見陳述 

１５． ６．２０  審議 

１５．  ７．１８  審議 

１５．１１．２１  審議 

 

（参考） 

千葉県情報公開審査会第１部会 

氏   名 職 業 等 備  考

麻 生      肇  前千葉県住宅供給公社理事長  部会長 

大 友  道 明  弁護士 
 

瀧 上  信 光  千葉商科大学教授 
 

  

横 山  清 美  環境パートナーシップアドバイザー 
 

                              （五十音順：平成１５年１１月２１日現在） 


